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公布された規則のあらまし

◇鳥取県物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める規則の一部改正について

１ 規則の改正理由

政府調達に関する協定を改正する議定書が効力を発生することに伴い、所要の改正を行う。

２ 規則の概要

(１) 競争入札に参加する者に必要な資格がないと認めた場合には、その結果と併せ、その理由を通知するも

のとする。

(２) 競争入札に参加する者に必要な資格の公示事項に、当該資格の審査を受けるための申請書等の入手方法

を加える。

(３) 一連の調達契約において、最初の契約以外の契約に係る入札公告を入札期日の24日前までに行うことが

できるのは、最初の契約に係る入札公告でその旨を規定した場合に限るものとする。

(４) 入札公告及び入札説明書に記載する事項に、競争入札に参加する者に必要な資格の審査を受ける手続及

び電子入札の場合はその利用方法を加える。

(５) その他所要の規定の整備を行う。

(６) 施行期日は、公布日とする。

平成26年７月18日 金曜日 鳥 取 県 公 報 号外第72号
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規 則

鳥取県物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成26年７月18日

鳥取県知事 平 井 伸 治

鳥取県規則第41号

鳥取県物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める規則の一部を改正する規則

鳥取県物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める規則（平成７年鳥取県規則第106号）の一部を次のよう

に改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（定義） （定義）

第３条 この規則において「物品等」、「特定役務」 第３条 この規則において「物品等」、「特定役務」

又は「一連の調達契約」とは、それぞれ特例政令第 又は「一連の調達契約」とは、それぞれ特例政令第

２条第２号、第３号又は第５号に規定する物品等、 ２条第２号、第３号又は第６号に規定する物品等、

特定役務又は一連の調達契約をいう。 特定役務又は一連の調達契約をいう。

（競争入札参加資格の審査等） （競争入札参加者の資格審査等）

第４条 知事は、特定調達契約に係る一般競争入札に 第４条 知事は、地方自治法施行令（昭和22年政令第

参加する者に必要な資格（以下「一般競争入札参加 16号。以下「施行令」という。）第167条の５第１

資格」という。）又は指名競争入札に参加する者に 項に規定する一般競争入札に参加する者に必要な資

必要な資格(以下「指名競争入札参加資格」とい 格（以下「一般競争入札参加資格」という。）又は

う。)を定めた場合において、特例政令第４条の公 施行令第167条の11第２項に規定する指名競争入札

示に定めるところにより一般競争入札参加資格又は に参加する者に必要な資格（以下「指名競争入札参

指名競争入札参加資格の審査の申請があったとき 加資格」という。）を定めた場合において、特定調

は、当該申請を行った者が一般競争入札参加資格又 達契約の締結が見込まれるときは、知事の定めると

は指名競争入札参加資格を有するかどうかについて ころにより、随時に、一般競争入札又は指名競争入

審査し、その結果及び資格がないと認めた場合には 札(以下「競争入札」という。）に参加しようとす

その理由をその者に通知しなければならない。 る者の申請をまって、その者が当該資格を有するか

どうかを審査し、資格を有すると認めた者又は資格

がないと認めた者に対し、それぞれ必要な通知をし

なければならない。

２ 知事は、前項の規定による審査をしたときは、一 ２ 知事は、前項の規定により、競争入札に参加する

般競争入札参加資格又は指名競争入札参加資格を有 者の資格を審査したときは、当該資格を有する者の

すると認めた者の名簿を作成しなければならない。 名簿を作成しなければならない。

（競争入札参加者の資格に関する公示） （競争入札参加者の資格に関する公示）

第５条 略 第５条 略

２ 前項の公示は、次に掲げる事項についてするもの ２ 前項の公示は、次に掲げる事項についてするもの

とする。 とする。
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(１) 略 (１) 略

(２) 一般競争入札参加資格又は指名競争入札参加 (２) 前条第１項に規定する申請の方法

資格の審査を受けるために提出する文書等の入手

方法及び申請手続

(３) 一般競争入札参加資格又は指名競争入札参加 (３) 一般競争入札参加資格又は指名競争入札参加

資格の有効期間 資格の有効期間及び当該期間の更新手続

（指名競争入札参加資格の特例） （資格審査等の特例）

第６条 知事は、指名競争入札参加資格が一般競争入 第６条 第４条の場合において、指名競争入札参加資

札参加資格と同一である等のため、指名競争入札参 格が一般競争入札参加資格と同一である等のため、

加資格を有する者の名簿の作成を要しないと認める 指名競争入札参加資格の審査及び名簿の作成を要し

ときは、一般競争入札参加資格を有する者の名簿の ないと認められるときは、当該資格の審査及び名簿

作成をもってこれに代えるものとする。 の作成は行わず、一般競争入札に参加する者の資格

の審査及び名簿の作成をもって代えるものとする。

（競争入札の公告等の時期） （一般競争入札の公告）

第７条 特例政令第６条の公告又は特例政令第７条第 第７条 特例政令第６条の公告は、一般競争入札の入

１項の公示（以下「公告等」という。）は、一般競 札期日の前日から起算して少なくとも40日前（一連

争入札又は指名競争入札（以下「競争入札」とい の調達契約のうち最初の契約以外の契約に係る一般

う。）の入札期日の前日から起算して少なくとも40 競争入札については、24日前）までに県公報により

日前までに県公報により行わなければならない。た 行わなければならない。ただし、急を要する場合

だし、急を要する場合は、その期間を10日前までに は、その期間を10日前までに短縮することができ

短縮することができる。 る。

２ 一連の調達契約のうちの最初の契約に係る公告等

において、最初の契約以外の契約に係る公告等の予

定時期を競争入札の入札期日の前日から起算して少

なくとも24日前までとした場合は、前項本文の規定

にかかわらず、当該予定時期までに最初の契約以外

の契約に係る公告等をすることができる。

３ 第１項及び前項の規定は、特定調達契約に係る地

方自治法施行令（昭和22年政令第16号。以下「施行

令」という。）第167条の12第２項の通知について

準用する。この場合において、第１項中「県公報に

より行わなければならない」とあるのは、「通知し

なければならない」と読み替えるものとする。

４ 略 ２ 略

（指名競争入札参加者の指名基準） （指名競争入札の公示等）

第８条 知事は、特定調達契約につき指名競争入札に 第８条 前条第１項の規定は、特例政令第７条の公示

より契約を締結しようとする場合においては、指名 について準用する。

競争入札参加資格を有する者のうちから指名競争入

札に参加する者を指名する場合の基準を定めなけれ

ばならない。

２ 知事は、特定調達契約につき指名競争入札により ２ 知事は、特定調達契約について指名競争入札参加

契約を締結しようとする場合においては、指名競争 資格を有する者のうちから指名競争入札に参加する
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入札参加資格を有すると認めた者のうちから、前項 者を指名する場合の基準を定めなければならない。

の基準に基づき、指名競争入札に参加させようとす

る者を指名しなければならない。

３ 第１項の場合においては、前項の基準に基づく指

名競争入札において指名されるために必要な要件に

ついても、公示しなければならない。

４ 前条第１項の規定は、特定調達契約に係る施行令

第167条の12第２項の通知について準用する。この

場合において、前条第１項中「県公報により行わな

ければならない。」とあるのは「通知しなければな

らない。」と読み替えるものとする。

（競争入札の公告等をする事項） （競争入札の公告等）

第９条 公告等は、特例政令第６条又は第７条に規定 第９条 知事は、第７条第１項の公告又は前条第１項

する事項のほか、次に掲げる事項について記載する の公示（以下「公告等」という。）をするときは、

ものとする。 当該公告等に係る特定調達契約に関する事務を担当

する部局の名称及び契約の手続において使用する言

語を明らかにするほか、次に掲げる事項について、

英語により記載しなければならない。

(１) 公告等に係る特定調達契約に関する事務を担

当する部局の名称

(２) 契約の手続において使用する言語

(３) 一般競争入札参加資格又は指名競争入札参加

資格の審査を受けるために提出する文書等の入手

方法及び申請手続

(４) 特例政令第７条の公示にあっては、前条第１

項の基準

(５) 競争入札に電子情報処理組織を利用する場合

にあっては、その利用方法

２ 公告等は、次に掲げる事項について、英語により

記載しなければならない。

(１)～(３) 略 (１)～(３) 略

（名簿にない者の競争入札への参加） （競争入札に係る資格審査の申請等）

第10条 第４条第２項の名簿に登載されていない者 第10条 知事は、特定調達契約につき、公告等をした

は、特定調達契約に係る競争入札に参加しようとす 後、当該公告等に係る競争入札に参加しようとする

るときは、公告等に定めるところにより同条第１項 者から第４条第１項の申請があったときは、速やか

の申請を行うことができる。 に、その者が一般競争入札参加資格又は指名競争入

札参加資格を有するかどうかについて審査を開始し

なければならない。

２ 知事は、前項の場合において、第４条第１項の申 ２ 知事は、前項の場合において、開札の日時までに

請を行った者が参加しようとする競争入札に係る開 審査を終了することができないおそれがあると認め

札又は施行令第167条の12第２項の通知の日時まで られるときは、あらかじめ、その旨を当該申請を行

に第４条第１項の規定による審査を終了することが った者に通知しなければならない。

できないおそれがあると認めるときは、あらかじ
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め、その旨をその者に通知しなければならない。

３ 知事は、特定調達契約に係る指名競争入札の場合

においては、第１項の審査の結果指名競争入札参加

資格を有すると認められた者のうちから、第８条第

２項の基準に基づき、当該入札において指名される

ために必要な同条第３項の要件を満たしていると認

められる者を指名するとともに、その指名する者に

対し、入札について必要な事項を通知しなければな

らない。

３ 知事は、第１項の場合において、第４条第１項の ４ 知事は、特定調達契約につき競争入札に係る資格

申請を行った者から入札書が同項の規定による審査 審査の申請を行った者から入札書が第１項の審査の

の終了前に提出されたときは、その者が開札の時に 終了前に提出された場合においては、その者が開札

おいて一般競争入札参加資格を有すると認められる の時において、一般競争入札の場合にあっては一般

ことを条件として当該入札書を受理する。 競争入札参加資格を有すると認められることを、指

名競争入札の場合にあっては前項の規定により指名

されていることを条件として当該入札書を受理す

る。

（入札説明書の記載事項） （入札説明書の記載事項）

第12条 特例政令第８条に規定する規則で定める事項 第12条 特例政令第８条に規定する規則で定める事項

は、次に掲げるものとする。 は、次に掲げるものとする。

(１) 第９条第１項に規定する事項（特例政令第６ (１) 特例政令第６条又は第７条の規定により公告

条第５号に掲げる事項を除く。） 等をするものとされている事項（特例政令第６条

第５号に掲げる事項を除く。）

(２)・(３) 略 (２)・(３) 略

(４) 契約に関する事務を担当する部局の名称及び

所在地

(５) 契約の手続において使用する言語

(４) 略 (６) 略

附 則

この規則は、公布の日から施行する。


